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１．はじめに 

 

年々深刻化している地球温暖化問題への対応として，

昨今では国家レベルのみならず，地方公共団体レベルで

も自主的かつ積極的な対策が必要とされている．CO2 に

代表される温室効果ガス削減に向けた，実効性の高い施

策案の具現化のためには，各主体における数値目標の設

定が重要であり，「地球温暖化対策の推進に関する法律

に基づく地方公共団体の事務及び事業に係る実行計画策

定マニュアル及び温室効果ガス総排出量算定方法ガイド

ライン（環境省地球環境局，平成19年3月）」1)におい

ても，実行計画で達成すべき目標設定の重要性について

述べられている．しかし，数値目標の設定方法について

は手法が確立していない状況にある． 
平成 21 年度環境白書 2)によると，我が国における二

酸化炭素の排出量のうち，運輸部門は全体の約 17%を

占めており，これは産業部門（約 38%）に次いで多い．

しかし産業部門に関しては，様々な省エネルギー対策技

術の導入など取組が進んでおり，基準年である 1990 年

との比較では-2.3%と，排出量は減少しているのに対し，

運輸部門に関しては，基準年と比較して+14.6%と増加

している．また，運輸部門からの排出量のうち約9割が

自動車からの排出となっていることからも，人流・物流

を含め，陸上輸送からの CO2 削減が急務となっている

ことが伺える． 
各自治体における運輸部門の環境負荷削減目標及び

削減対策の検討に際しては，それぞれの自然的社会的条

件を踏まえた上で，持続可能性の観点から物流・人流に

おけるモビリティの維持向上と環境負荷低減のバランス

を考慮する必要がある．その点で Yoshino et al. (2010)3)

が提案した DEA（データ包絡分析: Data Envelopment 
Analysis）に基づくEnvironmental efficiency index（環境 
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効率性指標）は，各都市の都市・交通特性を鑑み，各都

市の身の丈に合った実効性の高い環境負荷削減目標を設

定することが可能であることから，この方法論は基礎自

治体における環境負荷削減目標の設定に対しても応用が

可能であるものと考えた． 
本研究では，ケーススタディーとして中国地方を例

に，DEA に基づく環境効率性指標を用いた，基礎自治

体の運輸部門における CO2 排出削減目標量の設定方法

を提案する．また，同手法を応用し，自治体別の CO2

削減に向けた効果的な施策の方向性検討を併せて行う． 
 

２．既往研究のレビュー 

 

各都市の都市交通システムの輸送能力と輸送に伴う

環境負荷量の比によって運輸部門の環境構造を評価する

環境効率性の概念は，Senbil et al. (2005)4)等の研究で採用

されており，彼らはSFA（確率的フロンティア分析: 
Stochastic Frontier Analysis）を使用して環境効率性を算

出し，それをもとに各都市の環境削減ポテンシャルを評

価している．吉野ら(2006)5)やFeng et al.(2007)6)も同様に，

SFAを使用して各都市の交通システムの環境効率性評価

を試みている．これらの評価事例は，今までなされてこ

なかった環境負荷量と交通利便性を同時に評価している

点で新しい．しかし，これらの研究例では，使用モデル

の構造上の制限により，分析対象都市の都市・交通形態

の多様性や，環境効率性から導出される施策案の実効性

が十分に考慮されないという問題を残していた． 
前述のYoshino et al. (2010) が開発した環境効率性評価

モデルは，DEAをベースモデルとして使用することで，

これらの問題の解消を試みており，開発したモデルを使

用して先進国・途上国を含む世界46都市の運輸部門のエ

ネルギー消費構造の評価を行っている．本研究では，

DEAに基づく環境効率性評価モデルのフレームワーク

をベースに，基礎自治体の運輸部門CO2削減目標の設定

及び今後の環境対策案の検討が可能となるように環境効

率性評価モデルの定式化を行った． 
 

 

 

 



３．環境効率性評価モデル 

 

（１）DEAについて 
 DEAはCharnes et al. (1978)7)によって経営分析手法の一

つとして開発され，計算の容易性，理解の容易性から

様々な分野において，効率性評価手法として利用されて

きた．DEAは，最も優れたパフォーマンスを示す事業

体をもとに生産フロンティアを計測し，この生産フロン

ティアを一つのベンチマークとして，他の事業体を相対

的に評価することができる手法である． 
 DEAの特徴として，以下の点が挙げられる． 
①生産活動における出力データと入力データの比により

効率性を計測 
②最も優れた事業体をもとに生産フロンティアを計測し，

これをベンチマークとした相対比較 
③入力データ・出力データともに複数項目利用可能 
④データの単位（貨幣ベース，数量ベースなど）の制約

を受けない 
⑤相対評価のため，優れた事業体と比較し，「どの部

分」が「どの程度」劣るか定量化することが可能 
⑥各事業体に対して定量的な改善策の提示が可能 
⑦複数のデータを扱う際のパラメータ（ウェイト値）を

内生的に決定するノンパラメトリック手法であり，

重みづけの恣意性を排除 
⑧扱うことができる事業体に制約はなく，汎用性が高い 
 

（２）環境効率性評価モデルの構築 

 a）変数の設定 
 評価モデルに適用する出力変数に関しては，1人当た

り運輸部門CO2排出量（kg-CO2/人）を適用する．ただ

し，DEAは出力最大化を目指す構造であるため，原則

として，出力変数については値が大きい方が望ましい指

標を採用することになっている．そのため，刀根

(1994)8)を参考に，以下の式を用いて順位逆転させた数

値を出力変数としてモデルに適用した． 
 
 yy � P2ˆ     (1) 
 
ここで， ŷ は順位逆転させた出力変数，yは観測された

出力変数，P はyの最大値と最小値の平均値である． 
入力変数に関しては，原則として値が小さいほうが

望ましく，かつ出力変数と正の相関を有する値を選定す

ることになっているため，環境負荷要因を入力変数とす

る．今回は入力変数を環境負荷軽減のための政策変数と

して使用することを想定し，最終的に表-1の変数を選定

した．なお，貨物車平均輸送トン数に関しては，値が大

きい方が物流効率化の観点では望ましいものと考え，出

力変数と同様に順位逆転させた数値を適用している． 

表-1 入力変数リスト 

 入力変数 出典 
1 自動車保有台数（台/世帯） 民力2008 
2 自動車分担率（％） H12国勢調査 

3 【順位逆転】 貨物車平均輸送トン数（トン/台） H17道路交通センサス 

4 1人当たり渋滞損失時間（時間/年） H18年度渋滞損失確定
値 

  
b）市町村別運輸部門CO2排出量の推計方法 

 既存統計資料において，市町村別自動車部門（旅客及

び貨物）からのCO2排出量が整理されていないため，松

橋ら(2004)9)10)が提案するOD調査データに基づく自動車

起因の排出量推計手法を用いた． 
OD調査は，道路交通センサスの一環として行われる

自動車の使い方に関するサンプル調査であり，旅客及び

貨物の自動車の動きを平日・休日別に把握することが可

能である．まず，OD調査のオーナーマスターデータか

ら車種別走行台キロを出発地となる市町村別に集計し，

表-2に示す車種別排出係数を乗じてCO2排出量を推計し

た．集計方法に関しては，出発地以外にも，目的地，通

過地，給油地別などで集計が可能であるが，本研究では，

居住者や地元企業の保有車両を対象とする政策評価に適

している出発地集計を採用した．なお，表-2の排出係数

は，地方運輸局別に車種別走行キロ燃費に車種別燃料構

成比の重みづけをした燃料種別CO2排出係数を乗じて求

めている． 
 

表-2 OD調査CO2排出係数（中国運輸局管内） 

車種 (g-CO2/台km) 
原単位 

軽乗用車 208 
乗用車 267 
バス 800 
軽貨物車 213 
小型貨物車 271 
貨客車 271 
普通貨物車 655 
特殊車 655 

 

表-3 CO2排出量算出のための各指標の出典 

 指標 出典 
1 車種別走行台キロ H17道路交通センサス 
2 車種別走行キロ燃費 H19年度交通関係エネルギー要覧 
3 車種別燃費構成比 H20年度自動車輸送統計年報 

４ 燃料種別CO2排出係数 
H14年度温室効果ガス排出量算定方
法検討会エネルギー工業プロセス分
科会報告書（燃料） 

 

c）制約条件の設定 
各自治体において，都市形態や交通施策の方向性は

様々であるが，従来型のDEAモデル（DEA-CCRモデル

等）を用いて環境効率性を評価した場合，異なる都市特

性を有する自治体の組み合わせによって，ある自治体の



参照集合が形成される際に，その折衷案をその自治体の

改善案とみなすことになる．しかし，モビリティの形成

におけるメカニズムが全く異なる自治体を折衷させて参

照するということは，現実的には考えにくい．そのため，

従来型のDEAのように，全ての自治体の組み合わせが

参照集合になり得るモデルでは，得られる改善案が非現

実的なものに陥る可能性がある． 
この解決策として，Yoshinoらのモデルでは，フロン

ティアの形成の際に，異なる都市特性を有するサンプル

間に凸の生産可能性を成立させないという制約条件をモ

デル内に導入しており，本研究でもこの手法を導入する．

この手法は，どのようなタイプの自治体であっても，そ

の自治体の特性に適合した自治体群を参照集合に設定す

ることが可能であるが，フロンティアを形成する際の参

照集合の組み合わせは，同じタイプの自治体を設定する

手法であり，本手法の導入により，得られる改善案の実

効性が改善することが確認されている3)．なお，自治体

のグループ分けに関しては，効率性評価を行う前に，分

析者がアプリオリに与える必要がある． 
以上で説明した制約条件を踏まえた環境効率性評価

モデルの概念図（簡略化のため2入力1出力の場合）を図

-1に示している．自治体Aが以下のようにプロットされ

る場合，従来のDEA-CCRモデルではOA”/OAによって

環境効率性を算出し，自治体A2とB2がAにとっての参照

集合（Aが今後効率化を進める上でのベンチマーク）と

なる．しかし，A2とB2はクラスター分析によって設定

される所属グループが異なるため，都市構造が大きく異

なる．そのため，両者の折衷案は現実的なものにならな

い可能性がある． 
本研究のように，両グループ間に凸の生産可能性を

仮定しない場合は，OA’/OAによって環境効率性を算出

することになり，Aにとっての参照集合はB1とB2になる．

ここで，B1とB2は同じグループに属しているため，両者

の折衷案によって得られるAの改善案は，従来のDEAに
よって得られる改善案よりも実効性が高いものと考えら

れる． 
環境効率性計測に先立った自治体のクラスタリング

にあたっては，恣意性を出来る限り排除するため，ユー

クリッド平方距離を用いたクラスター分析を採用した．

変数にはDID人口比率(%)と道路密度(m/km2)を使用する

ことで，都市・交通のコンパクト性の観点からクラスタ

リングを行い，表-4の通り市町村を4つに分類した． 
表-4 に示すクラスターの統計量より，クラスター1 は

DID 地区が存在しないコンパクト性が低い自治体，ク

ラスター2 は DID 人口比率・道路密度ともに低いコン

パクト性が比較的低い自治体，クラスター4 は DID 人

口比率，道路密度共に高く，コンパクト性が高い自治体

であり，広島県内の4自治体のみが所属している．クラ

スター3 はクラスター2 と 4 の中間程度の自治体群であ

ると判断した． 
 
インプット変数①
アウトプット変数

インプット変数②
アウトプット変数O

A

A1
A’

B1

B2

A2

A”

凡 例
Aグループ所属自治体
Bグループ所属自治体
生産フロンティア

Aグループ所属自治体
単独のフロンティア

Bグループ所属自治体
単独のフロンティア

両グループを統合した
フロンティア

 
図-1 環境効率性評価モデルの概念図 

 
表-4 クラスター分析結果 

変 数 クラスター1 クラスター2 クラスター3 クラスター4 

DID 人口比率(%) 0.0 25.2 54.6 92.5 

道路密度(m/km2) 646.5 669.3 817.2 946.8 

所属都市数 62 都市 20 都市 21 都市 4 都市 

所属都市

（例） 

岩美町（鳥取） 倉吉市（鳥取） 鳥取市（鳥取） 広島市（広島） 

大田市（島根） 浜田市（島根） 松江市（島根） 大竹市（広島） 

備前市（岡山） 津山市（岡山） 岡山市（岡山） 府中町（広島） 

安芸高田市（広島） 三次市（広島） 呉市（広島） 海田町（広島） 

長門市（山口） 萩市（山口） 下関市（山口） 
 

 
d）環境効率性評価モデルの定式化 
自治体kにおける環境効率性を求めるモデルは，以下

の混合整数型問題として定式化できる．  
 

目的関数  

Min T     (2) 

制約式 
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n
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10, orzz BA  .    (10) 
 

ここで，iは入力変数の種類( mi ,,2,1 L )，rは出力変数

の種類( sr ,,2,1 L )，A，Bはクラスター分析によって

設定する所属グループ，jは自治体( ',,2,1 nj L までは

グループA， nnj ,,1' L� まではグループBに所属)， 
xij,は自治体jのi番目の観測された入力変数の値，yrjは観

測された出力変数の値である． AjO , BjO ,はそれぞれ 'n
次元， )1'( �� nn 次元の非負ベクトル，zA, zBは0－1のバ

イナリ変数を意味する．なお，ここではモデル式の簡略

化のために自治体をA・Bの2グループに分類した場合の

モデル式を記載したが，3グループ以上の場合も，バイ

ナリ変数を増やすことで同様に定式化できる． 
式(2)～(10)において，最適解 *O のもとでの目的関数

値を *T とすると， 1*  T のとき，自治体kは効率的であ

り， 1* �T のとき，自治体kは非効率的である．ただし，

1*  T の場合でも，スラックと呼ばれる余剰分が発生す

る場合がある．本研究では効率値とスラックを活用して

今後の環境施策の方向性を検討するため，スラックにつ

いても算出する必要がある． 
入力iに対する余剰（ x

id ）と出力rに対する不足

（ y
rd ）はそれぞれ，式(11)～(12)の通り定式化できる． 
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x
id と y

rd は，下式を解くことによって求められる． 
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なお， *T は式(2)の最小化問題により得られる目的関数

の最適解を示す． 
 

４．分析結果 

 

（１）CO2削減可能量の算出 
次頁図-2に環境効率性モデルの分析結果を示す．図-2

において，円の大きさは各自治体における現況の運輸部

門からの1人当たりCO2排出量（kg-CO2/人）を示してお

り，そのうち塗りつぶし部分は余剰排出されているCO2

の量（効率化によって削減可能な量），斜線ハッチング

部分は目標排出量（これ以上は削減不可能な量）をそれ

ぞれ意味しており，現状のCO2排出量に対する目標排出

量の比率が環境効率性 *T である． 
結果より，山陽側と比較して山陰側の地区で環境効

率性が高い傾向にある．また，庄原市・三次市などの中

山間部に立地する自治体では，全体的に環境効率性が低

く，CO2削減の余地が大きくなる傾向が確認できる． 
また，表-5にフロンティア（環境効率性＝1）になっ

た自治体リストを掲載している．表中の参照先都市数は，

その自治体をベンチマーク（参照集合）に設定している

都市数）を示している．府中町（広島市）はクラスター

4に所属する以外にも60もの自治体から参照されており，

環境効率性の面では先駆的な自治体であると評価される

結果となった． 

 
表-5 フロンティア自治体リスト 

参照先

都市数

参照先

都市数

三朝町 （鳥取県） 4 該当なし ―
北栄町 （鳥取県） 1
南部町 （鳥取県） 2
伯耆町 （鳥取県） 2
日南町 （鳥取県） 2
川本町 （島根県） 9
江田島市 （広島県） 33
上関町 （山口県） 16
美東町 （山口県） 1
阿武町 （山口県） 15
阿東町 （山口県） 9

参照先

都市数

参照先

都市数

境港市 （鳥取県） 1 大竹市 （広島県） 7
坂町 （広島県） 1 府中町 （広島県） 60

クラスター1 クラスター2

クラスター3 クラスター4

フロンティ ア フロンティ ア

フロンティ ア フロンティ ア
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図-2 CO2削減可能量 

 

（２）スラック変数を活用した改善案の検討 

次に，（１）の結果を踏まえ，各自治体において今後

どのような環境施策を推進していくことが効果的である

か検証する．構築した環境効率性評価モデルは，効率値

とスラックを活用することで，モデル内で使用した入力

変数のうち，どの部分に改善の余地があるかを定量化す

ることが可能である．例として，図-3に広島市における

改善案をそれぞれ示す．グラフ内の数値は，現況の各入

力変数値と最適化（効率化）した場合の値の比を示して

いる． 
広島市においては，自動車保有状況や自動車分担率に

ついて見ると評価が高い．ここで，もし自動車保有状況

について評価が低い場合は，相乗り・カーシェアリング

の推進など，各世帯の自動車保有数を削減する施策の推

進が効果的である．また，自動車分担率の面で評価が低

い場合は，公共交通機関へのモーダルシフトやそのため

の基盤整備，モビリティ・マネジメントによる自動車利

用抑制策などが効果的であると考えられる．広島市にお

いては，他の自治体と比較して公共交通が発達しており，

自動車交通への依存が比較的低いことから，市民行動レ

ベルでの環境負荷削減対策はある程度図られていること

が確認できる． 

一方，広島市においては，平均輸送トン数について評

価が低い結果となっていることから，今後は貨物の共同

輸配送の促進など，貨物車1台当たりの積載量を増やす

施策が有効である．また，渋滞損失時間の面においても

評価が低いことから，渋滞の深刻化が環境に対して悪影

響を及ぼしている可能性が示唆される．そのため，交差

点改良・新規道路整備などの各種ハード整備の推進も併

せて必要であると考えられる． 
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図-3 広島市の改善案 

 

５．おわりに 

 

本研究では，基礎自治体における運輸部門のCO2排出

削減目標設定及び今後の施策立案の方向性検討のために

環境効率性評価モデルの定式化を行った．その結果，各

自治体の都市・交通特性に応じた削減目標及び目標に向

けての重点施策の把握が可能になった．今後は説明変数

の精査やモデル構造の推敲を進める必要がある． 



市町村別CO2排出量の算定にあたっては，本研究では

出発地集計による推計を行ったが，例えば，通勤・レジ

ャー等の来客を対象とする政策評価の場合は目的地集計

が望ましく，ロードプライシングや通行規制等の道路か

らの排出抑制を推進する政策評価の場合は通過地集計が

望ましい．よって今後は，想定する施策に応じて集計方

法を見直す必要がある．更に，船舶や鉄道なども含めた，

総合的な政策を検討する際には，パーソントリップ調査

や物流センサス，港湾統計等の使用も検討すべきであり，

CO2排出量の推計に使用するデータの選定・データの集

計方法に関しては今後引き続き検討が必要である． 
本手法は，運輸部門に留まらず，各自治体の総合的な

環境負荷削減目標の設定および施策検討への展開に向け

て有用なツールとしての可能性も秘めているものと考え

ており，今後も継続して研究を進めていく所存である． 
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